様式第１-２号（第７条関係）

さいたま市事業者向け設備導入応援補助金（物価高騰対応）
補助事業計画書
　　　　　　　　　　　　　
	事業者名
	

	代表者氏名
	


１．設備等の金額　　 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	Ａ：金額
（消費税抜き）
	Ｂ：補助金交付申請額
Ｃ合計×率2/3以内
（上限10,000,000円）
※千円未満切捨

	補
助
事
業
費
	①　設備（機器・装置・システム等）購入費 
※当該設備導入に掛かる運搬費含む   
	
	

	
	2 工事費（①の据付工事等）
	
	

	
	3 技術導入費（①に関するもの）
	
	

	
	④　専門家等謝金等（当該補助金申請に要したもののみ）
※３０万円までが対象経費となるため、３０万円以上の場合においては、３０万と記載してください。
	
	

	Ｃ：合　計
	
	,000


※Ｂ：補助金交付申請額については、さいたま市事業者向け設備導入応援補助金（物価高騰対応）交付申請書（様式第１号）の３．補助金交付申請額と同額になるようにご記入ください。
２．既存事業について
	⑴ 事業の概要


	

	⑵ 自社の経営課題について

	


３．具体的な取組内容

	1 設備取得で見
込まれる効果


	該当するものにチェックを入れてください。（複数☑も可）
 □作業工程の自動化

 □重労働・危険作業の機械化等
 □作業ミスやヒューマンエラーが減少

 □同じ業務を遂行するのに必要な人員が減少

 □人員配置見直しが可能
 □業務処理速度が向上
 □データの一元管理や共有が可能
 □在庫管理・受発注・顧客管理などの精度が向上

 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	2 上記について
具体的な内容と想定される定量的な効果

	●具体的な内容


	3 
	●想定される定量的な効果
（設備導入前の月作業時間　　　　　時間/月－設備導入後の月作業時間　　　　　時間/月）÷設備導入前の月作業時間　　　　　時間/月×１００＝作業時間削減率　　　　　％

	4 スケジュール


	●スケジュールについて、予定を記入してください。
・設備導入・更新着手日　　　令和　　年　　月　　日
・設備導入・更新費用支払日　令和　　年　　月　　日
・補助事業完了報告書提出日　令和　　年　　月　　日
※補助事業完了報告書（様式第７号）の市への提出は、補助事業完了日から３０日以内又は令和９年１月２９日（金）のいずれか早い日までになります。


※





（さいたま市使用欄）








